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In brief 

信託契約を介した米国デラウェア州のリミテッドパートナーシップ（以下「本件 LPS」）からの投資損益が、原告

の不動産所得に該当するか否かについて、当該 LPS の租税法上の法人該当性が争われた事案(以下「本件

LPS 事案」)で、平成 27 年 7 月 17 日、最高裁判所は下級審(名古屋高等裁判所)の判断を覆して、所得税法

上の外国法人に該当するとの判示を行いました。本件 LPS の所得税法上の取扱いをめぐっては、東京、名

古屋、大阪の下級審で判断が分かれていたため、最高裁の判決動向に大きな関心が寄せられていました。

本件 LPS の事案で争われた、特定組合員における組合事業から生じた不動産投資損失の所得通算につい

ては、平成 17 年度税制改正により、当該損失はないものとする措置が講じられ、法人税法上も出資金額等

を超える組合損失額の損金算入を認めないこととされたため、本件最高裁判決が特定組合員の不動産投資

損失について実務的に大きな影響を与えるものではないと思われます。しかしながら、デラウェア LPS は米国

投資に際しての一般的なビークルであるため、今後の実務上の取り扱いには注意が必要です。 

 

 

In detail 

1. 事案の概要 

本件ＬＰＳの事案では、個人である納税者が、受託銀行との信託契約を介して投資した米国所在の各建物の

貸付に関する所得を不動産所得（所得税法２６条１項）として、その減価償却費等による損益通算をして所得

税の申告(平成 13 年分、14 年分、15 年分)の所得の申告又は更正の請求（平成 16 年分）を行ったところ、

当該所得は不動産所得に該当せず減価償却費等の損益通算は許されないとして、更正処分及び各賦課決

定処分を行いました。 

 

課税庁の処分に対して納税者は不服申し立てを行いましたが、名古屋不服審判所は本件 LPS から請求人

に配分された損益は不動産所得に該当せず、雑所得であるとの裁決を行い（注）、当該裁決を不服として原

処分の取消訴訟に及んだものです。 

 

本件ＬＰＳ事案で争点となった特定組合員における組合事業から生じた不動産投資損失については、平成

17 年度税制改正により、平成 18 年以後の個人の所得申告上、生じなかったものとみなし、平成 17 年 4 月

1 日以後に締結される組合契約及び同日以後に組合員たる地位の承継を受ける法人のその承継に係る組

合契約については、調整出資金額を超える分の損金算入を認めない措置が講じられ、組合事業による中古

不動産等投資の節税スキームは実質的に封ぜられることとなりました。本件ＬＰＳ事案は平成 17 年度税制改

正前の不動産所得の申告に係るものです。 

 

（注）本件不動産投資事業に係る損益の所得区分について、個人が得た所得が不動産所得に該当するには、その個人がほとんど又は

専ら不動産等を利用に供したことにより生じた所得であると解されるところ、本件不動産投資事業における当該外国の不動産を賃貸して

いるのは本件LPSであって、請求人が自ら又は本件LPSを代理人として賃貸しているものではないから、本件LPSから請求人に配分され

た損益は、請求人が不動産等を利用に供したことにより生じた所得とは言えず、不動産所得には該当しない。また、請求人の出資行為

は、継続的かつ反復した行為とはいえず、役務の提供を内容とするものではないから、事業とはいえず、その所得は雑所得に該当する。 
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2. 下級審及び最高裁判決の概要 

本件ＬＰＳ事案の裁判においては、ＬＰＳの不動産所得の損益通算をめぐって、主に 3 点（①本件各ＬＰＳの

租税法上の法人該当性、②本件各ＬＰＳの租税法上の人格のない社団該当性、③本件各建物の貸付けから

生じた損益の不動産所得該当性）が争点とされました。 
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平成 23 年 7 月 19 日判決、 

納税者勝訴 

外国の法令に準拠して組成され

た事業体が我が国の租税法上の

法人に該当するか否かは、外国

の法令において当該事業体を法

人とする旨を規定されているかど

うかという点に加えて、当該事業

体を外国法の法令が規定するそ

の設立、組織、運営及び管理等

の内容に着目して経済的、実質

的に見れば、明らかに我が国の

法人と同様に損益の帰属すべき

主体（その構成員に直接その損

益が帰属することが予定されない

主体）として設立が認められたも

のといえるかどうかを検討すべき

である。 

平成 23 年 12 月 14 日判決、 

納税者勝訴 

我が国の租税法上の法人に該当

するか否かについては、基本的に

は、外国の法令の規定内容から、

その準拠法である外国の法令によ

って法人とする旨を規定されている

と認められるか否かという観点から

これを検討し、さらに、より実質的な

観点から、当該事業体が我が国の

法人と同様に損益の帰属すべき主

体として設立が認められたものとい

えるかどうかを検証するのが相当

である。 

平成 22年 12月 17日判決、 

納税者敗訴  

外国の事業体が我が国の租税法上の

「法人に該当するか否かの判断に当た

っては、当該事業体がその準拠法に

おいてどのような概念として定義付け

られているかのみによって結論を導く

ことはできず、実質的な観点から、当

該事業体に認められている能力及び

属性の内容を検討し、その上で、我が

国の私法上「法人」とされることによっ

て当然に認められる能力及び属性（法

人格から当然に派生する能力及び属

性、即ち、①事業体の財産について構

成員が直接的な持分を有しないこと、

②事業体名義で契約締結等の法律行

為を行い、権利・義務関係を生じさせ

ること、③訴訟上の当事者能力）を全

て具備していると評価できるか否かに

より決する。 

 

 

 

 

高
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裁

判
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平成 25 年 3 月 13 日判決、 

納税者敗訴  

外国の法令に準拠して設立され

た事業体が我が国の租税法上の

法人に該当するか否かは、準拠

法である外国の法令によって法

人格を付与する旨が規定されて

いると認められるか否かにより判

断し、その判断に当たっては、外

国の法令が事業体を法人とする

旨規定しているかどうかだけでは

なく、外国の法令がその設立、組

織、運営及び管理等についてど

のように規定しているかも併せて

検討すべきである。 

事業体が損益の帰属すべき主体

として設立が認められたものであ

るかどうかを判断基準にすること

は、不要である。 

平成 25 年 1 月 24 日判決、 

納税者勝訴 

我が国の租税法上の法人に該当

するか否かについては、基本的に

は、外国の法令の規定内容から、

その準拠法である外国の法令によ

って法人とする旨を規定されている

と認められるか否かという観点から

これを検討し、さらに、より実質的な

観点から、当該事業体が我が国の

法人と同様に損益の帰属すべき主

体として設立が認められたものとい

えるかどうかを検証するのが相当。 

平成 25 年 4 月 25 日判決、 

納税者敗訴   

外国の法令に準拠して設立された事

業体が我が国の租税法上の法人に該

当するか否かは、準拠法である外国

の法令によって法人格を付与する旨

が規定されていると認められるか否か

により判断し、その判断に当たっては、

外国の法令が事業体を法人とする旨

規定しているかどうかだけではなく、外

国の法令がその設立、組織、運営及

び管理等についてどのように規定して

いるかも併せて検討すべきである。 

原判決基準①ないし③は、いずれも法

人格が付与されることによって認めら

れる法人の属性にすぎず、これらを満

たせば法人に該当するというその立論

に法的な根拠はない。 

 

 

 

最

高

裁

判

所 

上告不受理 平成 27 年 7 月 17 日判決、 

納税者敗訴  

所得税法に定める外国法人に該当

するか否かを判断するに当たって

は、まず①当該組織体に係る設立

根拠法令の規定の文言や法制の

仕組みから、当該組織体が当該外

国の法令において日本法上の法人

に相当する法的地位を付与されて

いるか否かを検討することとなり、

これができない場合には、次に、②

当該組織体の設立根拠法令の規

定の内容や趣旨等から、当該組織

体が権利義務の帰属主体であると

認められるか否かを検討して判断

すべき。 

上告不受理 
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そして、①の法人該当性判断の基準について、納税者勝訴となった判決（東京地裁、名古屋地裁、名古屋

高裁）では、設立準拠法における法人格付与の有無に加えて、損益帰属主体としての設立目的をも判断基

準とすべきであるとの原告の主張を認めました。これに対して、最高裁の判決では、①設立根拠法令の規定

における法人格付与の有無と、②設立根拠法令の規定の内容や趣旨等から当該組織体が権利義務の帰属

主体とされているか否かを基準として判断するべきある、として本件 LPS の法人該当性を認めています。 

 

納税者敗訴となった、東京高裁及び大阪高裁の判決では、ＬＰＳに付与される権利（州ＬＰＳ法１０６条（ｂ））、

パートナーシップ持分の性格（州ＬＰＳ法７０１条）、州ＬＰＳ法及び本件各ＬＰＳ契約による本件各ＬＰＳの管理・

運営の規定等から、州ＬＰＳ法に基づいて設立された本件各ＬＰＳは、構成員から独立した法的主体として存

在し、権利義務の帰属主体となるというべきであり、州ＬＰＳ法に基づき設立されたＬＰＳが「separate legal  

entity」となると規定する州ＬＰＳ法２０１条（ｂ）の規定は、州ＬＰＳ法に基づいて設立されるＬＰＳを法人とする旨

を規定しているものと解すべきであるとの判示を行っています。 

 

一方、今般の最高裁判決では、上記の高裁判決と異なり、州ＬＰＳ法２０１条（ｂ）の規定その他関連法令の文

言等を参照しても本件各ＬＰＳがデラウェア州法において日本法上の法人に相当する法的地位を付与されて

いるか否かの判断は困難であるから、州ＬＰＳ法の規定の内容や趣旨等から、本件ＬＰＳが権利義務の帰属

主体であると認められ、従って外国法人に該当するとの結論に到っています。 

 

・我が国の租税法における外国法人の位置づけ 

外国法に基づいて設立された組織体のうち内国法人に相当するものとしてその構成員とは別個に租税債務

を負担させることが相当であると認められるものを外国法人と定め、納税義務者の一類型としているものと解

される。 

 

・外国法人の法人該当性判断の基準 

①当該組織体に係る設立根拠法令の規定の文言や法制の仕組みから、当該組織体が当該外国の法令に

おいて日本法上の法人に相当する法的地位を付与されているか否かを検討し、これができない場合には、

次に、②当該組織体の設立根拠法令の規定の内容や趣旨等から、当該組織体が権利義務の帰属主体であ

ると認められるか否かを検討して判断すべき。 

 

・本件ＬＰＳについての外国法人該当性判断 

①について、本件各ＬＰＳがデラウェア州法において日本法上の法人に相当する法的地位を付与されている

こと又は付与されていないことが疑義のない程度に明白であるとはいい難い 

②について、ＬＰＳに付与される権利（州ＬＰＳ法１０６条（ｂ））、パートナーシップ持分の性格（州ＬＰＳ法７０１

条）、州ＬＰＳ法及び本件各ＬＰＳ契約による本件各ＬＰＳの管理・運営の規定等から、本件ＬＰＳは、自ら法律

行為の当事者となることができ、かつ、その法律効果が本件各ＬＰＳに帰属するものということができるから、

権利義務の帰属主体であると認められる。 

 

3. ＬＬＣの法人該当性判断との比較 

米国のＬＬＣの税務上の取扱いについては、国税庁のホームページ（http://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-

kaishaku/joho-zeikaishaku/hojin/05/01.htm）で、以下の理由等から、原則的には我が国の私法上、外国法

人に該当するものとの見解が公表されています。 最高裁判決ではデラウェアＬＰＳの法人該当性判断のアプ

ローチを示すにとどまり、明確な基準を提示しているものではありませんので、その他のＬＰＳや類似のパート

ナーシップの法人判断については、個別に規定の内容を検討することが必要と思われます。 

 

①LLC は、商行為をなす目的で米国の各州の LLC 法に準拠して設立された事業体であり、外国の商事会

社であると認められること。 

②事業体の設立に伴いその商号等の登録（登記）等が行われること。 

③事業体自らが訴訟の当事者等になれるといった法的主体となることが認められていること。 

④統一 LLC 法においては、「LLC は構成員（member）と別個の法的主体（a legal entity）である。」、「LLC

は事業活動を行うための必要かつ十分な、個人と同等の権利能力を有する。」と規定されていること。 

http://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/joho-zeikaishaku/hojin/05/01.htm
http://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/joho-zeikaishaku/hojin/05/01.htm
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4. 本件ＬＰＳ最高裁判決の実務上の影響 

本件 LPS の事案で争われた、特定組合員における組合事業から生じた不動産投資損失の所得通算につい

ては、平成 17 年度税制改正により、損失の所得通算や法人所得における損金算入が認められなくなりまし

たので、本件最高裁判決が特定組合員の不動産投資損失について実務的に大きな影響を与えるものでは

ないと思われます。しかしながら、デラウェア LPS は米国投資に際しての一般的なビークルであるため、今後

の実務上の取り扱いには注意が必要です。 

 

Let’s talk 

より詳しい情報、または個別案件への取り組みにつきましては、当法人の貴社担当者もしくは下記までお問

い合わせください。 

PwC 税理士法人  
〒100-6015 東京都千代田区霞が関 3 丁目 2 番 5 号 霞が関ビル 15 階 
電話 : 03-5251-2400（代表）  
www.pwc.com/jp/tax 
 

パートナー  

川崎 陽子 

03-5251-2450 

yoko.kawasaki@jp.pwc.com 

パートナー  

鬼頭 朱実 
03-5251-2461 

akemi.kitou@jp.pwc.com 

ディレクター  

荒井 優美子 

03-5251-2475 

yumiko.arai@jp.pwc.com 
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